
○高山市公益通報の処理に関する規則

平成１８年３月３１日

市規則第８４号

（目的）

第１条 この規則は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」という。）第１

３条第１項の規定に基づき、市職員の職務に係る法令の遵守及び倫理の保持に関する通報等を適

切に処理するために必要な事項を定めることにより、通報者の保護を図るとともに、市の行政運

営における適正の確保に資することを目的とする。

（令４規則６・一部改正）

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴ 市職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般職に属す

る本市の職員をいう。

⑵ 市職員等 前号に規定する市職員、地方公務員法第３条第３項第３号に規定する調査員、嘱

託員及びこれらの者に準ずる者、市の出資する団体の役員及び職員、市から業務を委託し、又

は請け負った事業者の役員及び従業員、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項の規定により本市が指定した指定管理者の役員及び従業員並びにこれらであった者を

いう。

⑶ 通報等 市職員の職務に係る法令の遵守及び倫理の保持に関する通報及び相談をいう。

⑷ 通報者 通報等をした市職員等（第４条第１項、第２項及び第３項においては、市職員）を

いう。

⑸ 外部調査員 通報等に係る市の調査、報告等の確認、助言等を行う外部の第三者

（令６規則５４・一部改正）

（通報等の範囲）



第３条 市長は、市の行政運営の適正を確保するため、市職員等から法第２条第１項に規定する公

益通報その他の通報等を広く受け付けるものとする。

２ 市長は、市職員等以外の者から通報等を受けたときは、この規則の例により取り扱うものとす

る。

（通報者の保護）

第４条 市長は、通報者が通報等をしたことを理由として、通報者に対して、懲戒処分その他の不

利益な取扱いをしてはならない。

２ 市長は、通報者が通報等をしたことにより不利益な取扱いを受け、又は受けるおそれがあると

認めたときは、遅滞なく改善又は防止のための必要な措置を講じなければならない。

３ 管理又は監督の地位にある市職員は、通報者が通報等をしたことにより職場の環境が悪化する

ことのないよう所属職員の行動について適切に指導監督をしなければならない。

４ 市長は、市職員以外の通報者が通報等をしたことを理由として、その役務提供先の事業者から

懲戒処分その他の不利益な取扱いを受けたと認められるときは、当該不利益な取扱いについて是

正を求めることができる。

（令４規則６・一部改正）

（通報等の処理の業務に従事する者の責務）

第５条 通報等の処理の業務に従事する者は、通報者の個人情報その他通報等に関する秘密を漏ら

してはならない。

２ 通報等の処理の業務に従事する者は、第三者の正当な利益及び公共の利益を害することのない

ように努めなければならない。

３ 通報等の処理の業務に従事する者は、自己が関係する通報等の処理に関与してはならない。

（通報等の窓口）

第６条 市職員等からの通報等を受け付けるための窓口（以下「相談窓口」という。）は、監査委

員事務局に設置し、同事務局の職員（以下「相談窓口担当職員」という。）が市職員等からの通



報等を受け付ける。

（通報等）

第７条 市職員等は、相談窓口に対して第２条第３号に規定する通報等をすることができる。

２ 市職員等は、原則として実名で通報等をするものとする。ただし、通報者がやむを得ない理由

により匿名で通報等をしたときは、市長は通報者に対して調査の結果等を報告しないものとす

る。

（通報等の受付）

第８条 相談窓口担当職員は、通報等を受けたときは通報者の氏名及び連絡先並びに通報等の事実

を把握するとともに、通報者からの相談に応じるものとする。

２ 相談窓口担当職員は、前項の通報等について公益通報受付票（別記様式第１号）、公益通報処

理票（別記様式第２号）及び公益通報管理台帳（別記様式第３号）に記入するとともに、市長に

報告するものとする。ただし、市長が当事者となる場合は、外部調査員に報告するものとする。

（令６規則５４・一部改正）

（通報等の調査）

第９条 市長は、相談窓口担当職員からの報告を受けて調査の要否を判断し、調査をする旨の判断

をしたときは、通報等に係る事務を所管する課の職員（以下「調査担当職員」という。）を指名

して調査をさせることができる。ただし、市長が当事者となる場合は、外部調査員が調査の要否

を判断し、調査をする旨の判断をしたときは、調査を実施する。

２ 調査を命じられた調査担当職員及び外部調査員は、調査の実施に当たっては、通報等に関する

秘密が保持されるよう十分に配慮し、必要かつ相当と認められる方法で行わなければならない。

３ 市職員等は、調査担当職員及び外部調査員から通報等に関する調査に協力を求められたとき

は、これに協力しなければならない。

４ 調査担当職員及び外部調査員は、調査結果を市長及び相談窓口担当職員に報告しなければなら

ない。



（令６規則５４・一部改正）

（通報者への報告等）

第１０条 相談窓口担当職員は、市長及び外部調査員の判断により、通報等に係る事実に関し調査

を行うこととした場合はその旨、着手の時期及び調査に要する期間の見通しを、調査を行わない

とした場合はその旨及び理由を、通報者に対し速やかに通知しなければならない。

２ 相談窓口担当職員は、通報者に対し調査の実施状況を適時報告するものとする。

（令６規則５４・一部改正）

（是正措置等）

第１１条 市長は、第９条第４項の報告を受けたときは必要に応じて当該事実関係を是正し、再発

を防止するための必要な措置を講じなければならない。

２ 相談窓口担当職員は、市長が必要な措置をとったときは、その旨を遅滞なく通報者及び外部調

査員に報告するものとする。

（令６規則５４・一部改正）

（是正措置等の評価）

第１２条 市長は、必要な措置を講じた後の適当な時期に当該措置が適切に機能していることを確

認し、必要があると認めるときは、更に措置を講じなければならない。

（通報等に係る記録の保存）

第１３条 市長は、通報等に関する記録を５年間保存するものとする。この場合において、通報等

に関する記録は、通報等に係る秘密の保持に配慮して適切な方法で管理しなければならない。

（職員への周知）

第１４条 市長は、市職員に対する研修の実施その他適切な方法により、通報等の処理の制度につ

いて周知を図るものとする。

（委任）

第１５条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定め



る。

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（令和４年５月２６日市規則第６号）

この規則は、令和４年６月１日から施行する。

附 則（令和７年３月３１日市規則第５４号）

この規則は、令和７年４月１日から施行する。










